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　この火災は、共同住宅の 11 階台所から出火したものです。

出火原因は、居住者が電磁調理器で揚げ物をしようとＩＨ対応のアルミ製片手鍋に油を入れ、本

来揚げ物モードで加熱するところを加熱モードで加熱しその場を離れてしまったため、過熱防止装

置が作動せず油が過熱され出火しました。

居住者はコップに水を入れ片手鍋にかけたため炎が拡大し、天井まで達したためスプリンクラー

ヘッドが作動し消火しています。

　住宅火災の建物構造別状況をみたのが表 6-1-2 です。各建物構造の占める割合は、共同住

宅等は耐火造が 78.9％、防火造が 16.2％などとなっており、住宅は防火造が 72.5％、準耐

火造が 10.0％などとなっています。

　住宅火災のうち高層共同住宅（軒高 31ｍを超える建物）の火災状況をみたのが表 6-1-3

です。平成 28 年中の高層共同住宅から出火した火災は 153 件発生し、前年と比べて 18 件減

少しています。高層共同住宅火災のうち、11階以上の階から出火した火災は36件（23.5％）で、

前年と比べて 23 件減少しています。

　高層共同住宅の火災 153 件の出火原因をみると、「ガステーブル等」が 40 件（26.1％）、「た

ばこ」が 23 件（15.0％）、「放火（放火の疑いを含む、以下同じ。）」が 15 件（9.8％）などとなっ

ています。

　また、高層共同住宅のうち、11 階以上から出火した火災の出火原因は、「ガステーブル等」

が５件（13.9％）、「たばこ」が４件（11.1％）、「放火」が３件（8.3％）などとなっています。

　平成 28 年中の住宅火災の火災件数と死者発生状況を月別でみたのが図 6-1-2 です。

　火災発生状況をみると、最も多く発生しているのは 1 月の 186 件（12.4％）となっています。

火災多発期の１～３月、12 月で合わせて 600 件（40.1％）発生し、年間火災件数の４割以

上を超えています。

　部分焼以上の延焼火災発生状況は、１月の 57 件が最も多くなっています。

　また、死者発生状況は、３月が 12 人（19.7％）で最も多く、次いで４月の 11 人（18.0％）

となっています。



　この火災は、共同住宅の 11 階台所から出火したものです。

　出火原因は、居住者が電磁調理器で揚げ物をしようとＩＨ対応のアルミ製片手鍋に油を入れ、本

来揚げ物モードで加熱するところを加熱モードで加熱しその場を離れてしまったため、過熱防止装

置が作動せず油が過熱され出火しました。

　居住者はコップに水を入れ片手鍋にかけたため炎が拡大し、天井まで達したためスプリンクラー

ヘッドが作動し消火しています。
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住警器又は自火報等が設置されていた火災の状況

住警器又は自火報等の設置状況



住警器又は自火報等が設置されていた火災の状況
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　主な出火原因別の死者発生状況をみたのが図 6-1-11 です。

　最近 10 年間では、たばこによる火災の死者が 236 人で最も多く発生しています。

　たばこによる死者は平成 23 年までは減少傾向で推移していましたが、平成 24 年には増加

に転じ、以降はまた減少傾向となっています。

　続いて、ガステーブル等による火災の死者は、平成 28 年は８人発生しています。最近 10

年間をみると、３年おきに増減を繰り返しており、平成 26 年から増加傾向となっています。

　また、放火による火災の死者について最近 10 年間をみると、平成 28 年は平成 19 年と並

び最近 10 年間で２番目に多い７人となっています。
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　住警器が設置されていた火災による死者は 21 人（34.4％、前年比９人減少）、自火報等が

設置されていた火災による死者は５人（8.2％、前年比３人減少）、いずれも設置されていな

い火災による死者は 35 人（57.4％、同４人増加）となっています。

　「自火報等設置あり」を除いて住警器の設置状況別にみると、「一部設置」は前年より４人

減少の８人で、「全部設置」は前年より５人減少の 13 人となっています。

　最近５年間でみると、住警器が設置されていた火災による死者は減少傾向にあります。こ

れは住警器の設置率の増加が関係しているものと思われます。

　主な出火原因別の負傷者発生状況をみたのが図 6-1-14 です。

　最近 10 年間では、ガステーブル等による火災の負傷者が 1,789 人で最も多く発生して

います。ガステーブル等による負傷者は平成 26 年までは減少傾向で推移していましたが、

平成 26 年から増加傾向にあります。



　住警器が設置されていた火災による死者は 21 人（34.4％、前年比９人減少）、自火報等が

設置されていた火災による死者は５人（8.2％、前年比３人減少）、いずれも設置されていな

い火災による死者は 35 人（57.4％、同４人増加）となっています。

　「自火報等設置あり」を除いて住警器の設置状況別にみると、「一部設置」は前年より４人

減少の８人で、「全部設置」は前年より５人減少の 13 人となっています。

　最近５年間でみると、住警器が設置されていた火災による死者は減少傾向にあります。こ

れは住警器の設置率の増加が関係しているものと思われます。
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　平成 27 年中及び平成 28 年中の住宅火災による死者について、火元住戸の住警器又は自火

報等の設置区分別にみたのが表 6-1-9 です。

住警器又は自火報等の設置区分別死者の状況（自損を除く）
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　最近５年間の住警器の設置有無と主な出火原因別に死者数をみたのが図 6-1-19 です。

　「住警器設置あり」の死者数の割合が最も多いのは「差込みプラグ」で、70.0％（７人）、

次いで「ガステーブル等」で 60.0％（18 人）となっています。

(ｳ)　住警器設置有無と出火時にいた人数、年齢区分別の死者発生状況



　最近５年間の住警器の設置有無と主な出火原因別に死者数をみたのが図 6-1-19 です。

　「住警器設置あり」の死者数の割合が最も多いのは「差込みプラグ」で、70.0％（７人）、

次いで「ガステーブル等」で 60.0％（18 人）となっています。
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　たばこによる火災は 14 件（4.1％）発生しており、完全に消えていないたばこの吸い殻を

可燃物と一緒にごみ入れ等に捨てたため出火したものが 11 件 (78.6％ )、たばこの火種が落

下したのに気付かず出火したものが３件（21.4％) となっています。出火時の状況別では、「公

開・従業時間以外」が９件（64.3％）、「従業時間中」が５件（35.7％）、となっています。

　燃焼器具による火災は 186 件 (53.9％ ) で、飲食店火災の半数以上を占めています。こ

のうち「大型ガスこんろ」、「大型ガスレンジ」及び「無煙ガスロースタ」からの出火が多

くなっており、これらで燃焼器具全体の８割近くを占めています。



　たばこによる火災は 14 件（4.1％）発生しており、完全に消えていないたばこの吸い殻を

可燃物と一緒にごみ入れ等に捨てたため出火したものが 11 件 (78.6％ )、たばこの火種が落

下したのに気付かず出火したものが３件（21.4％) となっています。出火時の状況別では、「公

開・従業時間以外」が９件（64.3％）、「従業時間中」が５件（35.7％）、となっています。
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「ダクトから出火」が 15 件 (30.6％)、「消火剤がかからず」が６件 (12.2％)、「多量可燃物

があり急拡大した」が５件（10.2％）、「消火困難場所出火」、「発見が遅れた」が各４件 (8.2％)

などとなっています。

　通 報 状 況 に つ い て は、図

6-2-2 のとおりです。

　このうち、「発見後すぐに通

報」が 191 件 (55.4％ ) と最も

多く、次いで、「消火してから

すぐに通報」が 55 件 (15.9％ )

などとなっており、比較的早期

に通報行動がとられている状況

といえます。



　「ダクトから出火」が 15 件 (30.6％)、「消火剤がかからず」が６件 (12.2％)、「多量可燃物

があり急拡大した」が５件（10.2％）、「消火困難場所出火」、「発見が遅れた」が各４件 (8.2％)

などとなっています。
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たばこによる火災は５件発生し、４件（80.0％）が火種の残った吸い殻をごみ箱やごみ袋等



たばこによる火災は５件発生し、４件（80.0％）が火種の残った吸い殻をごみ箱やごみ袋等
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その他の構造 1/0　物品販売店舗

建物半焼１棟　８㎡焼損　負傷者２人

　この火災は、物品販売店舗１階の調理場内から出火したものです。

　出火原因は、物品販売店舗の店主が揚げ物を調理中、他の仕事をするため、その場を

離れた際に油が過熱され出火したものです。

　店主は、周囲の知らせから建物へ戻ってみると煙が出ているのを発見しました。

　店主と従業員と駆け付けた警備員の３人は粉末消火器で初期消火を実施しました。

　店主と従業員は炎にあおられ受傷しました。

　最初に火災を発見した者をみると、「出火した事業所、建物及び敷地内の勤務員（行為者以

外）」が57件（55.3％）で最も多く、 次いで「行為者」、「客」が各12件（11.7％）などとなっています。

　この火災は、物品販売店舗の１階の客が利用する便所から出火したものです。

　出火原因は、何者かが火のついたたばこをトイレ内のごみ箱に捨てたため、ごみ袋に吸い殻

の火種が着火し出火したものです。

　店舗内の従業員が勤務中、焦げ臭いにおいがすると客から報告を受けたため、トイレ内を確

認すると、ごみ箱から煙が出ているのを発見しました。

　火災を発見した従業員は、水をかけて初期消火後、警備員に火災の事実を報告しました。

　報告を受けた警備員は、店舗の電話から管轄消防署へ通報しました。

建物部分焼１棟　11 ㎡、天井９㎡焼損



その他の構造 1/0　物品販売店舗

建物半焼１棟　８㎡焼損　負傷者２人

　この火災は、物品販売店舗１階の調理場内から出火したものです。

　出火原因は、物品販売店舗の店主が揚げ物を調理中、他の仕事をするため、その場を

離れた際に油が過熱され出火したものです。

　店主は、周囲の知らせから建物へ戻ってみると煙が出ているのを発見しました。

　店主と従業員と駆け付けた警備員の３人は粉末消火器で初期消火を実施しました。

　店主と従業員は炎にあおられ受傷しました。

　最初に火災を発見した者をみると、「出火した事業所、建物及び敷地内の勤務員（行為者以

外）」が57件（55.3％）で最も多く、 次いで「行為者」、「客」が各12件（11.7％）などとなっています。
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　通報が行われた火災 135 件のうち、通報者で最

も多いのは、「出火した事業所及び建物内の勤務

員」の 80 件（59.3％）、次いで「出火した事業所、

建物内及び敷地内の警備員」の 20 件（14.8％）、「出

火した住戸、建物内の居住者」の８件（5.9％）

などとなっています。

�

　たばこによる火災は 24 件（17.4％）で、出火箇所をみると「宿泊室」が 17 件（70.8％）

で７割を超えています。また、たばこによる火災のうち 18 件（75.0％）は宿泊者が行為

者となっています。

　平成 28 年中は３件で、出火箇所をみると、「宿泊室」、「便所・浴室等」で発生しています。

建物部分焼１棟　97㎡、天井等31㎡焼損　死者１人、負傷者１人



　通報が行われた火災 135 件のうち、通報者で最

も多いのは、「出火した事業所及び建物内の勤務

員」の 80 件（59.3％）、次いで「出火した事業所、

建物内及び敷地内の警備員」の 20 件（14.8％）、「出

火した住戸、建物内の居住者」の８件（5.9％）

などとなっています。
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㎡ ㎡　平成 28 年中のホテル火災は、最近 10 年間のうち最も多く火災が発生しています。さらに、

平成 24 年以来となる死者が発生する火災もあり、改めてホテル火災の危険性が認識されま

した。ホテルには、様々な客層が利用しています。そのなかには、初めて宿泊する人もいます。

初めて宿泊する建物では、建物内の消火器の位置や避難経路など不案内であり、火災発生時

に逃げ遅れるなどの人命危険が潜んでいます。

　ホテルの従業員は、火災発生時の行動要領について訓練等を継続することが大切です。ま

た、宿泊客自身も消火器の位置、避難経路などを実際に見て確認することが大切です。

　東京消防庁では、防火上優良と認めた対象物に対して、優マークを認定しています。認定

された対象物は東京消防庁のホームページで検索することができます。宿泊する際に検討し

てみてはいかがでしょうか。



㎡ ㎡
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　厨房機器の火災は８件（9.1％）発生し、「電子レンジ」、「電磁調理器」、「電気トースタ」

などから発生しています。平成 28 年中の厨房機器の火災は２件で、電気トースタによる過熱

が１件、考え違いにより使用を誤ったものが１件発生しています。



　厨房機器の火災は８件（9.1％）発生し、「電子レンジ」、「電磁調理器」、「電気トースタ」

などから発生しています。平成 28 年中の厨房機器の火災は２件で、電気トースタによる過熱

が１件、考え違いにより使用を誤ったものが１件発生しています。
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１階・資材倉庫
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　工場・作業場から出火した火災の死者は平成 20 年以来の 0人でした。

　損害額が最近 10 年間で最も多くなっています。

　最初に火災を発見した者をみると、最も多いものが｢出火した事業所、建物及び敷地内の勤

務員｣の 11 件（33.3％）、次いで「行為者」が９件（27.3％）、「児童・生徒・学生等」が６件（18.2％）

などとなっています。

　発見時の火災状況をみると、「出火した器具または着火物が燃焼中」が 22 件（66.7％）で最

も多く、次いで「鎮火・消火状態」が４件（12.1％）などとなっています。

発見動機をみると、「火煙」により発見した火災は８件（24.2％)、「火気取扱中」「自動火災報

知設備」による発見が各７件（21.2％）などでした。

　通報状況をみると、「発見後すぐに通報した」が 12 件（36.4％）で最も多く、次いで「消火

後しばらくしてから通報した」が９件（27.3％）、「消火後すぐに通報した」が７件（21.2％）

などとなっています。「消火後しばらくしてから通報した」には、学校関係者が燃えた跡を発

見し、その処理を話し合っているうちに通報の時期が遅れてしまう場合などがあります。

建物部分焼１棟　２㎡、天井８㎡等焼損



　工場・作業場から出火した火災の死者は平成 20 年以来の 0人でした。

　損害額が最近 10 年間で最も多くなっています。
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　建物規模別では、1,000㎡未満の建物からの出火が61件（68.5％）で７割近くを占めています。

建物構造別では木造・防火造からの出火が 11 件（12.4％）で、このうち６件（54.5％）が部

分焼以上の火災となっており、耐火造・準耐火造から出火した 62 件（69.7％）のうち、14 件

（22.6％）が部分焼以上の火災となっています。
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　この火災は、作業場４階から出火したものです。

　出火原因は、ＵＶ硬化型液体ラミネータを使用して、写真をラミネータ加工していたところ、

高温となっていたＵＶランプに丸まった写真が接触して引っ掛かり、塗布されていた硬化剤

が発火し出火したものです。

　従業員が、ＵＶ硬化型液体ラミネータで写真のラミネート加工を始めましたが、何枚か刷っ

ているとブザーが鳴りました。加工中に写真が丸まったりして詰まると、ブザーが鳴ること

が多いので、いつもどおり、ベルトコンベアを操作して写真を取り除きましたが、ＵＶランプ

点検口を開けて確認することはしませんでした。その後、他階で別作業をして戻ると、ベル

トコンベアにより排出された排紙部でトレイから炎が出ているのを発見しました。

　この機械には、ＵＶ乾燥装置部分で写真がずれたり、丸まって詰まるとＵＶ照射とベルト

コンベアが停止し、ブザーが鳴動する安全装置が付いていましたが、今回の場合、ＵＶラン

プ点検口を開けて確認することはしませんでした。
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溶 融 金 属



溶 融 金 属
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　倉庫火災では、多数の収容物が保管されていることから、一度出火した場合急激に延焼拡

大する恐れがあります。倉庫火災では、依然として放火による火災が多くを占めているため、

防犯カメラの設置や入退室できる場所の制限、警備員の配置・増員など防火防犯対策を講じ

ることが必要です。放火以外には電気設備機器による火災が多いため、定期的な点検、交換

を行い、適切な維持管理に努めることが出火防止に重要です。



　倉庫火災では、多数の収容物が保管されていることから、一度出火した場合急激に延焼拡

大する恐れがあります。倉庫火災では、依然として放火による火災が多くを占めているため、

防犯カメラの設置や入退室できる場所の制限、警備員の配置・増員など防火防犯対策を講じ

ることが必要です。放火以外には電気設備機器による火災が多いため、定期的な点検、交換

を行い、適切な維持管理に努めることが出火防止に重要です。
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放 火

そ の 他 の 電 気 機 器

そ の 他 の 配 線 器 具 等

・

・

　たばこによる火災13件の出火箇所をみると、「廊下」、「廃品置場、ごみ捨て場」が各３件

（23.1％）、次いで「一般事務室」が２件（15.4％）、「湯沸場」、「台所、調理場」、「休憩室」が各



放 火

そ の 他 の 電 気 機 器

そ の 他 の 配 線 器 具 等

・

・
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　電気関係から出火した火災は 94 件で、出火箇所別にみると「一般事務室」で 53 件（56.4％）

発生しています。

　機器別にみると、「電気機器等」が 49 件（52.1％）、「配線器具等」が 38 件（40.4％）、「電

熱器」が７件（7.4％）となっています。

　電気機器等 49 件のうち、「蛍光灯」、「コンピュータ（本体）」が各６件（12.2％）、「充電式電池」、

「ＬＥＤ」が各４件（8.2％）などとなっています。蛍光灯は、安定器の経年使用に起因する出

火が４件発生していることから、交換の目安である 10 年（一般社団法人日本照明工業会推奨）

を経過した機器については定期的に点検を実施することも大切です。

　配線器具等 38 件のうち、「差込みプラグ」が 13 件（34.2％）、「コード」が７件（18.4％）、「コ

ンセント」が４件（10.5％）などとなっています。これらには、差込みプラグをコンセン

トに差込む際に、アース線などを挟み込んだことにより短絡し出火した事例があります。

　電熱器７件については、「電気クッキングヒータ」が２件、「電気湯（茶）沸器」、「オイル

ヒータ」、「便所用温水温風機」、「観賞魚用ヒータ」、「電気溶接器」が各１件（14.3％）と

なっています。

５階・給湯室

　この火災は、５階事務室の給湯室から出火したものです。

　出火原因は、５階事務室の給湯室で貴金属を溶かす作業をするため、ガスハンドトーチ

のバーナ部（本体）をガスボンベに取り付けた際、装着不良によりガスが漏れ、点火時の

火花により引火したものです。

　従業員は、金属を溶かすため、ガスハンドトーチのバーナ部（本体）をガスボンベに取

り付け、点火した際、突然炎が上がり自動火災報知設備のベルが鳴動したので､事務所の

電話で 119 番通報しました。

　炎は 10 秒程度で収まりましたが、水道水をかけて完全に消火しました。

吸い殻をごみ袋に捨てたため出火した火災

　この火災は、複合用途建物の事務所の湯沸場から出火したものです。

　出火原因は従業員が事務室の給湯場で喫煙し、灰皿に溜まった吸い殻をダンボール

製ごみ箱に捨てて帰宅してしまったため、無炎燃焼を継続し出火したものです。

　隣棟住宅の居住者が、居室でテレビを観ていると、焦げ臭いにおいが漂ってきたの

で、外に出て確認すると建物から煙が出ているのを発見し、自分の携帯電話で119番

通報しました。

　初期消火は行われていません。

　放火による火災６件のうち、出火時の状況をみると、従業時間外（概ね 18 時 00 分から

翌９時 00 分までとする。）に出火したものが５件（83.3％）と８割以上を占めています。

　また、出火箇所をみると、「屋内駐車場」が２件（33.3％）、「ベランダ」、「縁側」、「出

入口の間」、「書庫」が各１件（16.7％）となっています。

　人気のない場所や施錠されていない場所に放火されていることから、施錠管理の徹底や

死角となりやすい場所には、整理整頓して可燃物を置かないようにすることが必要です。

（９月・大田区）



　電気関係から出火した火災は 94 件で、出火箇所別にみると「一般事務室」で 53 件（56.4％）
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火が４件発生していることから、交換の目安である 10 年（一般社団法人日本照明工業会推奨）

を経過した機器については定期的に点検を実施することも大切です。

　配線器具等 38 件のうち、「差込みプラグ」が 13 件（34.2％）、「コード」が７件（18.4％）、「コ
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　出火原因は、５階事務室の給湯室で貴金属を溶かす作業をするため、ガスハンドトーチ

のバーナ部（本体）をガスボンベに取り付けた際、装着不良によりガスが漏れ、点火時の
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　従業員は、金属を溶かすため、ガスハンドトーチのバーナ部（本体）をガスボンベに取

り付け、点火した際、突然炎が上がり自動火災報知設備のベルが鳴動したので､事務所の

電話で 119 番通報しました。

　炎は 10 秒程度で収まりましたが、水道水をかけて完全に消火しました。
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　ここでいう防火管理義務対象物とは、法第８条第１項、第８条の２第１項及び条例第 55 条

の３第１項に該当する防火対象物をいいます。

ここでは､法第８条第１項及び条例第 55 条の３第１項に該当する防火対象物（以下「選任

義務対象物」という。）1,329 件及び法第８条の２第１項に該当する防火対象物（以下「統括

防火管理義務対象物」という。）728 件についての火災状況についてみていきます。



　ここでいう防火管理義務対象物とは、法第８条第１項、第８条の２第１項及び条例第 55 条

の３第１項に該当する防火対象物をいいます。

　ここでは､法第８条第１項及び条例第 55 条の３第１項に該当する防火対象物（以下「選任

義務対象物」という。）1,329 件及び法第８条の２第１項に該当する防火対象物（以下「統括

防火管理義務対象物」という。）728 件についての火災状況についてみていきます。

第
６
章

1,410,995

1,000,216



公 会 堂

カ フ ェ ー 等

遊 技 場

カ ラ オ ケ ボ ッ ク ス 等

飲 食 店

百 貨 店・物 品 販 売 店 舗 等

ホ テ ル 等

共 同 住 宅 等

病 院 ・ 診 療 所 等

特 別 養 護 老 人 ホ ー ム 等

更 生 施 設 等

特 別 支 援 学 校

学 校

美 術 館

公 衆 浴 場

駅 舎 等

教 会

工 場 ・ 作 業 場

テ レ ビ ス タ ジ オ 等

駐 車 場

航 空 庫

倉 庫

事 務 所 等

文 化 財 建 造 物

　ここでは、選任義務対象物から出火した火災の用途についてみます。

　出火した用途別火災状況は、表 6-10-2 のとおりです。この中で、政令用途部分から出火

したものが、1,190 件 (89.5％) を占めています。

　政令用途別にみると、「共同住宅等」が 484 件（40.7％）と政令用途全体の４割を超えて

います。次いで、「飲食店」が 271 件（22.8％）、「事務所等」が 167 件（14.0％）、「百貨店・

物品販売店舗等」が84件（7.1％）などとなっています。政令用途部分以外からは139件発生し、

このうち「共用部分（機械室等）」が 126 件（90.6％）と９割以上を占めています。

　火災件数が 10 件以上の政令用途部分について延焼拡大率をみると、全体の割合（13.3％）

を上回っているのは、｢共同住宅｣が 18.8％、｢飲食店｣が 17.3％となっています。
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建物部分焼１棟　天井６㎡、内壁３㎡焼損

　この火災は、複合用途建物３階共同住宅の居室から出火したものです。

　出火原因は、電気ストーブの電源コードが長年の使用により、被覆が劣化し半断線に

なり、短絡時のスパークで周囲の収容物に着火し出火したものです。

　就寝していた居住者は、煙の臭いで目が覚めると、天井付近まで炎が立ち上がってい

るのを発見したため、すぐに部屋から避難し自宅の電話から 119 番通報しました。

　なお、火元建物は防火管理者未選任、消防計画未作成、自衛消防訓練未実施であり、

適切な防火管理がされていない建物でした。
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　また、避難上支障のあった火災は 11 件（6.3％）で、支障のあった階及びその理由は、表

6-10-8 のとおりです。支障のあった階では、出火階が８件（72.7％）で最も多く、７割を超えて

います。
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　ここで言う「遊技場」の火災とは、政令別表第 1⑵項ロに定める用途部分から出火した火

災を言います。平成 28 年中の遊技場の火災は９件で、前年より２件減少となっています。

９件の内訳をみると「パチンコ店」が８件、「ゲームセンター」が１件となっています。

　火災件数が最も多い「パチンコ店」をみると、件数は前年より２件増加となっています。

　出火原因は、「放火」が５件、「たばこ」が２件、「コードコネクタ」が１件となっています。

　この火災は、複合用途建物１階遊技場のコードコネクタから出火したものです。

　出火原因は、メダル洗浄機の電源プラグが接続されているコードコネクタ部分に洗浄剤

や水分等が混入し、両受刃内側にトラッキング現象が発生し出火したものです。

　パチンコ店の従業員は、勤務中に煙を確認し周囲をみるとメダル洗浄機のコードコネク

タの接続部分から火が出ているのを発見し、息を吹きかけ初期消火を実施しました。

　消火後、すぐに上司に報告し、報告を受けた上司が事務室の電話から119番通報しました。
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危険物施設から出火した火災は、前年と比べて11件増加しました。

一般取扱所で発生した火災が５割を超えました。

　この火災は、ごみ処理場２階の作業場から出火したものです。

　出火原因は、破砕機で粉砕されたガスボンベから可燃性ガスが漏れ、破砕時に発生した火

花が引火し出火したものです。

　作業員が、勤務中に「ボン」という音がしたので現場を確認したところ、ビニール状の破片

が燃えているのを発見しました。

　火災を発見した作業員は、ビニールホースで水をかけて初期消火を実施しました。



危険物施設から出火した火災は、前年と比べて11件増加しました。

一般取扱所で発生した火災が５割を超えました。
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最近 10 年間の少量危険物貯蔵取扱所で発生した火災状況は表 6-12-4 のとおりです。

㎡ ㎡



最近 10 年間の少量危険物貯蔵取扱所で発生した火災状況は表 6-12-4 のとおりです。
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㎡ ㎡

なお、管轄消防署に対する少量危険物貯蔵取扱所の届出は行われていませんでした。

最近 10 年間の指定可燃物貯蔵取扱所で発生した火災状況は表 6-12-6 のとおりです。

㎡ ㎡



㎡ ㎡

なお、管轄消防署に対する少量危険物貯蔵取扱所の届出は行われていませんでした。

最近 10 年間の指定可燃物貯蔵取扱所で発生した火災状況は表 6-12-6 のとおりです。
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　主な出火原因別に車種・出火時の状態を表したのが表 6-13-2 です。

　車両から出火した 280 件のうち、｢金属と金属の衝撃火花｣が 35 件（12.5％）で最も多く前

年と比べて 16 件減少しています。このうち特種車（清掃車など）に係る火災は 34 件（97.1％）

で、「金属と金属の衝撃火花」による火災のほとんどを占めています。次いで「排気管」が

33 件 (11.8％)、「放火」が 31 件 (11.1％)、「たばこ」が 19 件 (6.8％) などとなっています。

　また、「電気関係」が 64 件（22.9％）で、前年と比べて 25 件減少しています。このうち、

「交通機関内配線」が 19 件 (29.7％) で最も多く、電気関係の３割近くを占めています。
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